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組織スラックと経営者行動

-0. E. Williamson －“The Economics of 
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序

パーナード・サイモンの近代組織理論はサイアート・マーチによって企業行

動理論として展開され，更にはウィリアムソン等によって経営者自由裁量理論

として展開されている。筆者はその過程を理解するキ一概念1)はサイアート・マ

ーチの組織スラックにあると見て，それとパーナード・サイモンの組織均衡理

論との関連，二種類の組織スラック，更にはコンフリクトや革新との関連等を

みたのであるの。 その後の継承者たちによって組織スラック理論がどのように

「発展」させられたかが，その時残された課題であった。本稿ではウィリアム

ソンの主著『自由裁量行動の経済学3）』を中心にそれについて考察してみたい。

1)これについては Cohen, K. J. , and R. M. Cyert, Theory of the 

Firm, 1965, pp. 331～335参照。

2）拙稿「組織スラックについて」，九大「経済論究J，第30号， p.92.

3 ) 0; E. Williamson, The Economics of Discretionary Behavior : Ma-

nagerial Objectives in a Theory of the Firm, 1964. 

1. 経営者の動機と組織スラック

ウィリアムソンも一応はサイアート・マーチに倣って企業を種々の参加者か

ら成る連合体（coalition）と見る。 「現代組織理論は企業を， もし企業が存続
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しようとするならば，調停きれなければならない矛盾する要求をメ γパーが持

つ連合体（経営者，従業員，株主，供給業者，顧客）として扱う 1)」。しかし，

実際には経営者に特別の地位が与えられ，他のメ γパーの要求は所与のものと

見なされ，経営者にとっての制約となるにすぎないのである2）。 そして，サイ

アート・マーチが幾分控え自に， 「連合体のメ γパーでも， 常勤（fulltime)

者であり，潜在的スラックを早く知覚できる立場にいるか，或いは一方的な

( unilateral）資源配分にかなり融通性を持つ者が，他のメ γパーよりも多く

のスラックを蓄積する傾向があるの」 と述べていたのに対して，ウィリアムソ

ンは経営者を前面に押し出す。ウィリアムソ γ理論は経営者の動機とスラック

を結びつけた理論であると言えよう。そこでは，他のメンパーの要求は経営者

にとっては制約となるにすぎない。彼がこのような経営者自由裁量理論を展開

する一つの契機となったのは，サイアート・マーチにおけるこの面での分析の

不十分きである。彼らにおいては組織内の意思決定過程は分析されたが，モテ

イベーションの問題は直接には取り扱われていない，と言う。 「彼らが言うと

ころのものは現在の分析に関連を持つ（特に‘組織スラック。概念を使用する

際に）けれども，彼らは直接にはモテイベーション問題を扱おうとはしない。

その代わり，モテイベーションが行動を通して明らかになるものとしている。

かくして，モテイベーションについての考慮は存在するけれども， 、現実のモ

テイベーションチ (realism-in motivation）の問題と明らかに関係する研究と

いえるほど彼らは直接には立ち入っていない4）」と。

さて，経営者の動機はウィリアムソンにおいてどうとらえられているのだろ

うか。その前に彼の一対の（twin）仮説を確認する。自己利益（self‘interest)

追求と合理性である5）。 これらは経済理論において大事な役割を果たしている

のであり，前者は理論，モデルを簡単にする利点を持ち，後者は前者が能率的

に行く（proceed）乙とを保証している。そこで次に， 経営者の追求する具体

的な自己利益を見る。この点においては組織理論家や経済学者聞に本質的一致

があるといえる。次にマトリックスの形でそれを示すの。
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これらのうち地位，権力（power），威信（prestige）は支配力（dominance)

として統合される。給料はこの支配力達成の手段とも解釈されるが，これは企

業が最も与え易いものであるのでそれらと並行する動機としてあげられる。そ

して，社会奉仕は企業行動において持つ効果は余りはっきりしたものではない

故，ここでは省かれる。すると，次のようになる九

1. 給料

2. 安全性（security)

3. 支配力

(a）地位

(b）権力

( C）威信

4. 専門医での優秀性8) ( professional excellence) 

動機 1.給料と 4.専門間での優秀也は企業が満足させるのに便利なもので

ある。動機 2.安全性は環境と密接に関連している。環境が不安定，不確実に

なるほど乙の動機への欲求は高まる。

次に組織スラックを見ることにする。ウィリアムソンにおいては，最低必要

利潤（それはメンパーの要求を満たすのに十分であり，連合体の他のメンバー

によって取り決められた利潤である）と最大利潤（利潤極大化企業が，限界収

益創設界費用に等しくすることによって得られる利潤）の差がスラッグとされ

ているように思われるへ そしてこの謹は三つの利潤部分に分げられる 10＼現
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実利j聞は，目的関数として利潤以外にスタッフ項をも持つ企業によって現実に

得られた利潤であり，限界価値生産物がその要素の限界費用より少ないところ

でスタッフを雇うので現実利潤は最大利潤より少なくなる。この現実利潤から

費用として吸収される経営スラック（managementslack）を差し引いた企業

が認める利潤が報告利潤である。これから税金，利益配当，内部成長資金が得

られる。この報告利潤は税のため補正された最低利潤より大きいか等しくなけ

ればならない。

ところで，自己利益を追求する経営者はそれらの動機を満たすために上述の

スラックを用いることができる。かくして経営者は伝統的経済理論における

如く支出・コストに対して無関心であり中立的態度を持つのではなく 1t)＇ある

支出に対しては積極的な価値が与えられるのである。それは生産性に貢献する

ばかりでなく，経営者の個人的及び集団的目標を強めることにもなるからであ

る。ウィリアムソンは経営者のある支出に対する積極的噌好（tastes）を支出

選好（ex.pence preference）と呼ぷ。では，経営者はどんな支出に対して積極

的噌好を示すのだろうか。彼は次のものをあげる 12）。

1) スタップ

これは一般管理・販売支出（広告．顧客サービス，研究開発費等）にほ

ぼ相当している。スタッフ支出を拡大することは経営者の給料動機，安全

性動機（規模が拡大するので）， 支配力動機， 専門面での優秀性動機を満

たす。乙れは最大利潤と現実利潤の差に相当する。

2) 特別報酬（emolumen包）

これは自由になる経営者給料（management salaries）と臨時手当（per-

quisites）の部分をさす。臨時手当の例としては． 交際費，経営者サービ

ス（executiveservices），事務服（officesui也），事務所改善費，旅行費等

である。経営者は特別報酬を給料の形で求めようとする。というのは給料

とすれば，それが支払われる方法には制限はないからである。しかし，臨

時手当も次の二つの点から魅力的である。第一に．脱税目的から臨時手当
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の方が有利であり，第二に，それは給料ほど経営者に対する明らかな報酬

ではないので株主を刺激しない。そこで，特別報酬は両者に分割きれるこ

とになる D ととろで，これは経営者にとって地位や威信の間接的源泉であ

り，物的満足を与えるものである。これは既述の現実利潤と報告利潤との

差に相当する。

3) 自由裁量利潤13> ( discretionary profit) 

乙れは報告利潤から最低必要利潤と税を引いたもの．つまり経営者の意

のままにならない株主関係と国家関係を除いたものを示し，経営者が自由

に利益配当や内部成長資金等々に支出できるものである。乙れが経営者に

望ましくなるのは利潤それ自体であるばかりでなく，利潤の与える自由裁

量でもある。尚乙れは自己実現動機（専門面での優秀性動機）を満たすも

のである。

こうしてウィリアムソ γは経営者が自己の効用関数を極大化するようにこれ

らへの支出を決定するとする。 「報告利潤が最低必要利潤レベルに等しいかそ

れより大きいという制約の下で，企業は主要成分としてスタッフ，特別報酬，

自由裁量利潤を持つ効用関数を極大にするように行動すると仮定される14）」。

ところで，乙の効用関数極大化仮説は利潤極大化仮説を排除するものではな

い。後者は完全競争状態の企業や不況下の企業においては妥当するものであ

る。それ以外では，一般に効用極大化仮説が適用されるとしている15）。

1 ) Cyert and March, A Behavioral Theory of the Firm, 1963, p, 240. 

2) ibid. , pp, 240～・241. 

3) ibid. , p. 37. 

4) 0. E. Williamson, op. cit. , p. 11. 

彼は企業の理論の研究は伝統的に二つのグループに分けられて来たと言う。

企業の活動を改善するための規範科学（prescription）と企業の活動を記述す

る現実的（positive）分析とに。後者は更に realism-in-processとrealism-

in-motivationとに分けられる。サイアート・マーチは前者であり，ウィリア

ムソンは後者に属す（ibid., pp, 10～11.）。

尚，ウィリアムソンの1970年の著書「株式会払統制と企業行動：企業行動への

組織形態の効果の調査』 (Corporate control and business behavior: An 

inquiry into the effects of Organization Form on Enterprise Behavior) 
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においてはモテイページョン問題が扱われつつも，組織内意思決定に分析の力

点が置かれている。その際二つの組織形態があげられる。一元的な（unitary)

職能制組織と多元的な事業部制（multidivision）旭織である。前者の場合企業活

動の複雑化は多元階層に導く。乙れは合理性の制約の故に統制範囲が存在する

からである。しかし，とのような企業規模の拡大はかえって統制ロスを持たら

す乙とにもなる。かくして最適企業規模の存在が予想されるのであり，ウィリ

アムソンはそれついて調べる (ibid. , pp. 28～35）。また規模拡大は最高調整

者に大きな負担をかける乙とにもなる。乙乙から，職能部門長に権限委譲する

政策がとられる乙とになるとともに，彼らが戦略的意思決定に加わる故に，経

営者は彼らの部分目標（subgoal）追求を許し，乙乙に自由裁量現象が生ずる。

他方，事業部制組織については次の如くである。乙れは統制ロスが少なく，コス

トは低くなり，従って内的（internal）能率は高い。また最高調整者にかかってく

る負担問題については，職能制組織の場合には職能部門長を乙の活動に参加さ

せるととによって解決をはかったが，事業部制組織の場合には， generalexe-

cutivesのチームをっくり，彼らにエリート・スタッフを付与する乙とにより

解決する。 generalexecutivesは戦略的意思決定の問題のみを扱い，エリー

ト・スタッフは助言及び会計検査（audit）機能を果たす。直接の営業は事業部

経営者に任せられる。尚，各事業部においては職能的組織がとられている。

5) 0. E. Williamson, The Economics of Discretionary Behavior, p. 

163. (0. E. Williamson, op. cit. とした時にはこれを指すものとする）。

6 ) ibid. , p. 30. 

7) ibid. , pp. 31～32. 

マスロウの欲求の階層性（生理学的なもの，安全性 safety，愛love，尊敬

esteem，自己実現〉との関連で言えば，給料は明確な関連はないが，安全性は

マスロウの安全性及び愛の欲求にあたり，支配力は尊敬欲求にあたり，専門面

での優秀性は，自己実現欲求にあたる。尚，マスロウは低次の欲求が満たされ

る時にのみ，より高次の欲求が活性化すると言うが，これからすれば，独占部門

の企業経営者の支配的動機は専門面での優秀性であると言える(ibid.,p. 32）。

8）専門職業のすぐれた作業遂行或いは技術的改善の乙とである（ibid., p. 31）。

9）乙の最低必要利潤と最大利潤の幅は情況の変化とともに変わるとされてい

る。「ある情況下ではその幅は狭くなるだろう。典型的にはこれは競争者が無数

で侵入が容易な時である。他の情況下では，その幅はもっと広くなるJ(ibid., 

p. 36）。 ウィリアムソンがスラックを利潤の面から定義したのは，サイアート

．マーチにおいては二種類のスラックの区別があいまいだったからであろう。

（前掲拙稿pp.74～77）。 ウィリアムソンのスラックの定義は，サイアート・

マーチの二種類のスラックのうち，見のがされた機会としてのスラックとして

定義されているように思われる。
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10) Cyert and March, op. cit. , p. 243. 

11）伝統的経済理論は，全ての支出を対称的に扱い，個人は全てのコストに無関

心であるとしていると言う（0.E. Williamson, op. cit., p. 33）。

12) ibid., pp. 34～36. 

13）乙れは任意的投資支出（discretionaryspending for investments）とも

言われる（Cyertand March, op. cit. , p. 241）。

14) 0. E. Willia;n.son, op. cit. , p. 37. 

このような効用関数極大化仮説はウィリアムソンに独自なものではないo

Kaysenや Beckerや Alchianや Kessel等によるところが大きい（ibid.'

pp.12～17）。

15) ibid., pp. 12～130また「われわれの選好関数は利潤極大化の単純思孝的追

求を許しはするが，乙れは一般的に生ずるものとしてではなく，特殊なケース

として生ずる」と (Cyert and March, op. cit. , p. 240.傍点原文）。 「経

営者自由裁量モデノレは競争状態が余りきびしくなく，そしてそれ故経営者が戦

略を発展させる際に自由裁量を享受する企業に適用するととが意図されてい

るJ(0. E. Williamson, op. cit. , p. 39）。

ウィリアムソンの経営者効用関数極大化理論は，つまりは利潤極大化理論で

あるという批判がある（井上宏「ウィリアムソン「経営者行動理論』批判」，名

城商学第16巻4号， pp.231～253）。

2- 経営者自由裁量宅デル

ウィリアムソ γはスタッフモデ、ル，特別報酬モデ、ル，スタッフ特別報酬モデ

ルの三つのモデルをあげている 1)。 そこで以下順に見ていく乙とにする。

Rロ収益＝PX

P＝価格

X＝生産量

S＝スタッフ2) （貨幣単位で）即ち（ほぽ）一般管理販売費

E＝環境条件（需要変動パラメーター）

C＝生産費＝C (X) 

M＝経営者特別報酬

π＝現実利潤＝R-C-S

πR＝報告利潤＝ π－M
π。＝（税引後）最低必要利潤
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T＝税． t＝税率及びT＝一時払い税 (lump-sumtax) 

πR一π。－T＝自由裁量利潤
U口効用関数

とする。

1 ）スタッフモデ、ル3)

効用関数に入るのはスタップと自由裁量利潤である。その場合の企業目的

は次の如くなる。経営者はこれらに好みを持つのであるo

πR二三π。十Tの下で，

U=U (S，π一九一T）を最大にする。

利潤の代りに関数関係を使うと．

U=U (S, (1-t)(R-C-S-T)ーπ。〉

XとSについてのUの偏導関数をゼロとおくと次が得られる。

(1) 

(2) 

fJR fJC 
θX一θX

θR -U1+(1-t)U2 ・ 1 u, 
否s= 0-t)0－；－〕 1ー 1-tU2 

但し， u，はSに関する効用関数の第一偏導関数， U2は (1-t)(R-C-S-
T）ーむに関する第一偏導関数である。

(1）は限界収益と限界費用を等しくする伝統的方法の生産決定を示す。（2）は

企業がスタッフ限界価値生産物がその限界コストよりも小さいところでスタ

ッフを雇うことを示す。つまり， fJR/fJSく1で企業は運営される （通常短期

利潤極大化モデ、ルは限界費用と収益が等しい点、でのみスタッフを雇うのに対

して）。 U,!U2は利潤とスタッフ聞の限界代替率であり．乙の比率の上昇はス

タッフに対する晴好の増大を示す利潤極大化組織ではこれはゼロである）。

これらの関数を 1図に示す。縦軸にスタッフを，横軸に生産量をとる。 X

S面上に利潤の等高線をとる。 これに先の，
fJR fJC 
否玄＝万二rCつまり Rx=Cx) 

。R
線と否s=t cつまり R8=1）線を記す。
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これらの交点Kは Rx=Cx,Rs=lとなる点，つまり短期利潤極大化点で

ある。効用関数極大化企業の均衡関係はRx=Cx,Rsくlなので，図のRx=

Cx上であり R8=1 の上方の位置をとる。点Aはそのような点である。か

くして，効用極大化企業は短期利潤極大化企業よりもスタッフのより大きな

値を選び，それは生産量をより大きくするのである。 Rx=Cxはスタップが
ノヘ 戸、

定まれば生産量の最適｛直（X）が定まることを示している (X=/(S））。環境

条件が与えられると，利潤はXとSI乙依存する．つまり rc=g(X, S; E）。

Xが最適値をとるとすれば．
／＼ 

π＝g(X,S; E)=g〔f(S),S; E〕＝g’CS;E) 

かくして．利潤はスタッフの関数として示されることになる。

この関係を 2図に示す。縦軸l乙利潤を，横軸にスタップをとり．利潤とス

タッフ聞の無差別曲線を描く。また.K点は利潤極大化点であり， A点（無

差別曲娘と利潤綜の交点）は効用極大化企業のとる点である。

以上のような均衡条件から，次にモデルの比較静態学（comparativesta-

tics properties) に移る。つまり．環境条件（需要変動パラメーター E) 

や利潤税率（ t)，及び一時払い税 Cf) の変化に応じてその均衡がどのよ
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(1ーt）π－1r:o

2 図

うに移るかを見る。

その結論だけ記すと，スタッフモデ、ルのそれは次の如くなる。

ノミラメータ

E

＋

＋

 

v何

cw

変

数

T 

これを図で示すと. 3図のようになる。乙れは2図をより詳しく示したもの

である。

t 

＋？ 

＋？ 

(1-t）π－'IT:o 

Sk SA Sc Sa ·~. 
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スタッフの関数としての利潤曲線は t=O,t=t1 Ct1> 0）に対してヲ｜かれる。

t =0率の企業の最適立場は Aである（それは利潤曲線 t=0 と無差別曲線

u2の接点である）。利潤率が t1に上昇する時に，それはCとなる。スタッフ

の最適選択は増す csσ＞SA）。そして一時払い税が課せられた場合，その場合
の利潤曲線は点線のようになり， B点でu2と交わる。 u2の効用を実現しなが

ら，その利潤を保つには SAから SBへのスタッフの増加が必要である。とこ

ろが，限界代替率は利j聞が低下するにつれておちる，つまり同じ効用レベルを

維持するために利潤の削減を償ってスタッフは増加するので.Bから B’では

なく Cに移行する。つまりらくらとなる。これは所得効果を示す。ところで

環境条件．利潤税率，一時払い税に対する生産量の変化の方向はスタッフのそ

れと同じであるといえる。

利潤極大化企業は環境の変化に対しては効用関数極大化企業と同じように反

応するが．利潤税率．一時払い税の変化に対しては反応しない。従って次の如

くなる4¥

ハラメータ

E t T 

変 X。 十 。 。
数 So 十 。 。

2）特別報酬モデル5)

特別報酬はスタッフモデ、ルのスタッフの代りに用いられる。つまり，経営

者は給料や臨時手当に利用できる資金の自由な割当に対して積極的な好みを

持つと仮定される。すると，企業目的は次の如くなる。

πR三三π。＋Tの下で，

U=U CM，πRーπ。－T）を最大にする。
利潤の代りに，関数関係を用いると．

U=U (M, (1-t)(R-C-S-M-T）ーπ。〉

X. S. M』乙関する偏導関数をゼロとおくと．
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θR ac 
(3) 否玄＝否玄

aR 
(4) 一一＝ 1 。s
(5) U, = (1-t) U2 

(3）と（4）は現実利潤が最大になるように企業が行動するととを示す。つまり，

企業は 1図及び2図のK点の利潤を得る。しかし，（5）はその現実利潤のある

部分が特別報酬として吸収されることを示し，その量は税率に依存する。か

くして報告利潤は最大化を下まわり，この中から配当が支払われ，利潤税が

それにかけられる。

このそデ、ルの比較静態学は次の如くである。

ハラメーター

E t T 

変 xo ＋ 。 。
so ＋ 。 。

数
MO 十 ＋？ 

これを図で示すと次のようになる。

( 1-t）π－no 

M 

4 図
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縦軸に利潤，横軸に特別報酬をとる。最初の均衡状態はAである（税はゼ

ロ）。 t，の税が課せられると均衡はCに移る。点線は t=t，に平行にヲiかれ，
uz無差別曲線と Bで交る。 AからBへの変化は純代替効果であり，常にプ
ラスである。 BからCへの変化は所得効果であり．それは常にマイナスであ

る。というのは利潤と特別報酬聞の限界代替率は利潤が減るにつれて減るか

らである。

3）スタッフと特別報酬モデル6)

スタッフと特別報酬の両方が導入される。即ち，利潤，スタッフ，特別報

酬の全てに経営者が積極的好みを持つと仮定される。その時，目的は次の如

くなる。

πR二三π。＋Tの下で，

U=U(S, M，πR一π。－T〕＝U(S, M, (1-t)(R-C-S-M-T）ーπ。〉
を最大にする。

X, S, M~乙関する Uの偏導関数をゼロとおくと，

aR aC 
(6) 一一一一一。x-aX 
a R -U1 + (1-t) U3 

(7) 一ー一。s一（1-t)Us 
u，はSの， U2はMの， Usは (1-t)(R-C-S-M-T)一%に関す
る効用関数の第一偏導関数である。

(8) U2= (1-t) Us 

(6）は生産決定が限界収益を限界費用と等しくする乙とによってなされるこ

とを示す。（7）はスタッフ決定が，スタッフの限界価値生産物が限界費用より

小さくする (Rsく1）ことによってなされることを示す。（8）は企業が現実

利潤のある量を特別報酬として吸収することを示す（その量は税率に依存し

ている）。それは自由裁量利潤のレベルには影響するが，生産性には直接影

響しない。

乙のモデルの比較静態学は次の如くなる。
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ノミラメータ

E t T 

変 xo 十 十？

so 十 十？

数
MO ＋ 十？

かくしてウィリアムソンは次のようにまとめる。

1. そのモデ、ルの基礎的仮定は経済学のそれと同じである。つまり個人は私

的利益を追求する。

2. 競争力が弱い状況下では，そのモデルは伝統的短期利潤極大化とは異な

る意味を持つ。

(a) スタッフ支出は好ましい需要状況の下でかなりな量の資源を吸収する

が，乙れらの超過量（excesses）は不況に直面するとなくなるヘ

(b) 特別報酬支出は景気循環とともに変わる。

( C) もし超過利潤税が課せられるならば，スタップ支出は増す。

(d) 乙れはまた特別報酬支出にもあてはまる。

(e) 回定費は企業の様々な要因の最適配列に影響する。

3. そのモデ、ルは純粋競争状況下の利潤極大化仮説から得られる結果を保つ

ている（preserves）。

1) 「株式会社統制と企業行動」では更に幾つかのモデノレがあげられる（0.E. 

Williamson, Corporate Control and Business Behavior, 1970, pp. 54～ 

88）。

2）乙乙でのスタッフは多少あいまいな概念である。後の著書「株式会社統制と

企業行動」におけるほぼ同じモデノレにおいては生産的スタッフ支出とスラッ

クスタッフ支出に区別され，乙の両者を合わせて総スタッフ支出と呼ばれてい

る（ibid., p. 55, 96）。

3) 0. E. Williamson, op. cit., pp. 40～49. 

4) Cyert and March, op. cit. , p. 248. 

5) 0. E. Williamson, op. cit., pp. 49～52. 

6 ) ibid. , pp. 52～54. 



組織スラックと経営者行動（平池〉 内

δハヨ

7) ibid., pp, 59～60. 

8）とれは競争上の圧力と個人の経営哲学（individualmanagement philo-

sophy）によって影響されるという（ibid.,p.126) 

3, 毛デルの実証

ウィリアムソンはとのようなモデ、ルが正しいことを公益事業や寡占企業の例

をとって述べる。こ乙では彼があげる三つの寡占企業について見る。

1 ) Chemical Products Incorporated1 ＞の場合

これは特殊化学薬品会社であり，親会社の年売上は約2億ド、ル，雇用は（削

減前）約 I万人であった。創立者の家族が普通株の約40%を占め，取締役会

の半分以上， トップ経営者の殆んど全てを占めていた。

乙の会社は 1947年から 1956年にかけて売上は 150%も増し（1948年に7

o/o, 1952年に3o/oの低下はあったが），操業利潤は15～23%の聞を動いた（平

均19%）。ととろが1957年には操業利潤は 18%から 14%に落ち， 1958年には

売上は変らなかったが，売上利潤率は 9o/oに落ち， 1959年には売上は16%増

したが，売上利潤率は10%をちょっと切っていた。かくして. 1960年6月に

新社長が就任し．コスト削減計画が断行されることになった。その2年後の

会社の報告は次のようであった。

1. 投資収益； 125%増した

2. 損益分岐（breakeven）点： 95%から74%』乙

3. 総雇用： 25%の減少，月給従業員は32%，時間給従業員は20%の減少

4. 支払給料総額： 16%つまり 1,200万ドルの減少

5. 総経費： 1,400万ドルから1,200万ドノレに減少．計画は800万ドルにする

乙とであった

6. 本社（headquarters）雇用； 782人から462人に減少（計画は362人まで減

らすことである）

これらは主にスタッフの削減であったが，次の如き特別報酬の削減も大き

な貢献をした。
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1. 飛行機の使用はとり止められた

2. 会社の車や運転手サービスは中止された

3. 経営者の食事サービスも中止された

4. 旅行及ぴ接待費は減らされた

5. 在ニューヨーク，ワシントン事務所は除かれた

6. 中級管理者の専用秘書はほぼ3人に 1人の割のグループ秘書に代えられ

た

そのコスト削減プログラムは，最近長期計画に基くより良い方法や標準を

めざすコストコントロールになりつつある。スタッフの質の改善もなされて

おり，マーケットリサーチや利潤計画に注意、が向けられオベレーショγズリ

サーチスタッフもつくられてきた。

2 ) Midwest Processing Corporation2＞の場合

乙れは前者の場合と異なり，所有と経営の分離が相当なされている工業製

品及び消費財の大生産企業であり，年売上は数億ドル，雇用者数は4万人以

上である。創立者の相続人は普通株の40%以上を所有し，取締役会を支配す

るが，この10年以上トップ経営者の地位にはついていない。

1948年から1956年にかけて売上は増加しつづけ（1949年の例外はあるが），

1956年のそれは1948年の殆ど2倍であった。操業利潤はその聞に11～22扮の

間であった（平均は18%）。ところが，これは 1956年の21%から1957年には

18%に落ち， 1958, 1959年には 12%にまでなり， 1960年には 6o/oに更に落

ち， 1961年には8o/oになった。この 5年間の売上は1956年の時と変らなかっ

た。

ここにおいてコスト削減のための特別委員会が設けられることになった。

委員会は8ヶ月聞において各事業部内の雇用を20%削減したが，乙れは約1

万人の従業員を解雇したことになる。この詳細は明かにはきれなかったが，

A, B事業部を見ることはその理解を助ける。
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A 事 業 部 解雇された総パーセγ ト

補助部門 4 0 

営業部門 6 0 

計 1 0 0 

補 助 部 門

監 督 者 5 

専 Fう 家 4 

技 術 者 4 5 

事 務 員 2 9 

件日均 理 人（custodial) 1 7 

計 1 0 0 

注邑品 業 部 門

監 督 者 1 1 

専 rう 家
技 術 者 2 

事 務 員 7 

供日量ヰ 理 人

直接労働者 7 8 

計 1 0 0 

B 事 業 部

補 助 部 「う

監 督 者 6 

専 門 家 1 2 

技 術 者 2 6 

事 務 員 44 

件日記与 理 人 1 2 

言十 1 0 0 
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補助部門は人事，購買，工場ェγジニアリング，保全．計理等のサービス

を提供する。監督者はその部門の長ないし職長であり，専門家は技術．法

律，及ぴある特別な管理者を含み，事務員は秘書や計理職員であり，技術者

は購買，検査，実験，保全．計画及ぴ立案職員であるo

これらのデータは補助職員の削減は特に大きいことを示している。

この経験から．永続的なコストコ γ トロール制度が開発されることにな

り．コスト削減プログラム開始2年後になされ，全営業部門で用いられるよ

うになった。

このように利潤改善圧力は続いたのであるが，先のコスト削減プログラム

では余り手をふれられなかった本社における一般管理販売費削減が注目され

るようになった。給料，旅行費，広告，法律及び専門手数料が削られ，計画

は延期されたりした。

3) General Manufacturing Company3＞の場合

これは耐久財の主な生産企業であり，年売上は 7億5,000万ドル以上であ

り，従業員は75,000人以上である。 1957年には株主数は10万以上であり，そ

の88%は1～100株を， 10%は101～500株を， 1%は501～1000株を， 1 o/oは

1001株以上を持っていた。現在，取締役会の4分の lだけが会社内の人によ

って占められている。

1949年の例外はあるが（売上は3o/o落ちた），売上は1947年から1954年にか

けて継続的に上昇した（1954年には 1947年の 2倍にもなる）。その間操業利

潤は10～’15%であった（平均12%）。ところが 1955年には売上は 12%落ち，

操業利潤は 6o/oに落ちた。売上は1956年には良くなり， 1957年には高くなっ

たが， 1958年には 5o/o落ち. 1961年までこのままであった。乙の間操業利潤

はO～7o/oであった（平均5o/o）。

かくしてこの会社は利潤を回復するために圧力を及ぼす立場に立たされた

が．多様な事業部制組織をとっていたため．各事業部毎に取り扱うこととな

った。そこで．ここでも各事業部毎に研究することとしたい。 A,B, C, 
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D, Eの5つの事業部はそのモデルを支持し，FとGの2つの事業部はその

そデノレと矛盾し， K.L, Mの3つの事業部は例外的な結果吾示した。

間接費のタイプ

製造

機関・そのfillの営業費用

工場設備費用

製造開発

2. 製品開発

顧客注文エンジニアリング

製品開発エンジニアリング

工場用具

3. 甑 て去三

クロ

事業部広告及び販売促進

事業部及び地域販売

事業部注文サービス

4. 一般管理

① 極端に一致した場合

大部分
政策費用

X 

X 

X 

X 

X 

一部分
政策費用

X 

X 

営業費用

X 

X 

X 

A 事業部

公表総売上高

官接費

間接資

総資不利益率

市場占有率

1957f刊と対する比率

1957 1957 1958 1959 1968 1961 

ぷ準

100 100 106 118 141 147 

82 108 93 93 114 114 

37 100 100 84 90 87 

-29 -26 3.8 7.9 6.2 

6.6 7.7 7.0 7.4 7.3 

公表総売上高は1957年から1961年まで着実に増加し．直接費も増した。
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しかし， 間接費は減らされた。 このことから収益低下が予想される。そ

して，その通り最初の2年間収益はマイナスになり. 1959年新経営者の下

で間接費削減がなされたのである。それは主に服売の分野であった。そし

て，最近3年間収益は改善されたが，まだ低いと言える。

B 事 業 官官

1957年に対する比率

1957 1957 1958 1959 1960 1961 

基準

公表総売上高 100 100 93 103 114 131 

直 接 費 69 100 90 95 110 130 

rrD J妾 費 33 100 81 88 93 90 

総資本利益率 -12 -3.9 1. 3 0.4 1. 9 

市場占有率 3.1 3. 1 3.2 3.2 3.4 

B事業部の場合，公表総売上高は増加し続け，直接費もそれに応じて増

した。しかし間接費は減少した。これもまた収益低下の予想に導くのであ

るが，それは総資本利益率を見ることにより確証される。 1957～1961年間

の間接費の最大の削減は製造及び製品開発費であった。

公表総売b当

直接賛

同接費

総資本利益率

市場占有率

C 事業部
1957年に対する比率

1957 1957 1958 1959 1960 1961 

基準

100 100 83 106 

62 100 85 103 

26 100 72 48 

4.3 -5. 7 

3.6 4.2 

20 

11 

84 

85 

61 

10 

11 

84 

85 

53 

20 

11 

C事業部の公表総売上高は不規則に変化し，直接費もそれに比例して動

いた。しかし間接費は比例以上に減らされた。 ζれは収益の低下を示して

いる。最初の 2年間そうであった。 1958年新事業部経営者に代り間接費は
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大幅に削られた（特に製造及び製品開発費が）。 1959年の総資本利益率の

上昇は売上の改善と間接費削減の結果であり．翌年の低下は間接費上昇と

売上の低Fのためである。しかし1961年には他の間接費が削減されて，そ

れは20%に回復した。

D 事 業 部

1957年に対する比率

1957 1957 1958 1959 1960 1961 

基準

公表総売上高 100 100 103 115 192 274 

直 接 資 68 10D 107 119 193 308 

間j jま 費 25 100 97 112 127 142 

総資本利益率 -5.6 -2.2 1. 7 12 7.0 

市場占有率 4.2 4.2 4.5 6.6 8.3 

D事業部では公表総売上高は大きな増加を示し，直接費はそれ以上に増

した。間接費も増加したが，それは控えめな上昇であった。それは営業費

の上昇のためであろう。かくして収益の低下が予想され，これは総資本利

益率により確証される。間接費の上昇は全分野で起ったといえる。

E 事業部

1957年に対する比率

1957 1957 1958 1959 1960 1961 

基準

公表総売上高

直接費

間接費

総資本利益率

市場占有率

100 100 

93 100 

つ

白

日

U

一

日
U

Q

U

O

D

一口。

町

田

一

回

司
ru

円
J

一

ウ

t

民
d

刈

当

一

A
当

田
川
制
一
必
一
叩
品
目

3. 6 100 

C

U

Q

U

 

A
－
5
 

48 

76 

44 

29 

39 

62 

E事業部では公表総売上高は低下し，直接費もそれに応じて低下した。

他方間接費は急に増加し，売上高と直接費は半分になったのに間接費は倍
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になった。とれは収益が非常に良いという予想に導く。そして，その通り

総資本利益率は40%を越えていた。間接費の上昇は全分野で起った。

③ 矛盾する場合

F 事 業 部

1957年に対する比率

1957 1957 1958 1959 1960 1961 

基準

公表総売上高 100 100 78 67 78 70 

直 接 費 57 100 78 76 82 81 

l陪 技 費 15 100 105 105 115 110 

総資本利益率 38 16 3.0 8.0 0.9 

市場占有率 27 24 25 24 26 

F事業部の公表総売上高は殆ど継続的に低下し，直接費も減らされた。

しかし，間接費は増加し，その事は収益がその聞に非常に良かったという

予想に導く。ところが総資本利益率はその予想が不正確であることを示し

ている。乙れは1957年の例外的な達成後，低下し元に戻っている。つまり，

この事業部では間接費構造が制度化されていたといえるであろう。実際．

1962年には販売戦略を再適応させ．間接費を受容可能水準にまで減らす目

的をもってF事業部は再組織されたことがわかった。かくして，その矛盾

は表面的であったといえる。

公表総売上1:'Ii

直接費

間接資

総資本利益率‘

市場占有率

G 事業部

1957年に対するjお率

1957 1957 1958 1959 1968 1961 

基準

100 10 J 100 113 100 100 

E2 100 103 107 105 107 

31 100 94 109 107 107 

← 1.0 0.1 3.0 3.1 -6.8 

9. 8 9. 4 9. 5 9. 3 8. 5 
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G事業部では公表総売上高は一定であったが，直接費と間接費は少し上

昇した。これは収益が少くともかなりなものであるとの予想に導く。とこ

ろが収益記録はそれが不正確であることを示している。間接費の詳しい記

録を調べたところ，販売及び管理スタッフが現実に削減されていた間咽初

期には無視されていた工場設備及び製品開発で間接費の上昇がおζってい

た乙とがわかっ十。そしてこの状態を正すために新事業部経営者が任命さ

れたこともわかった。かくして，その矛盾は表面的なものにすぎなかった

のである。

＠ 例外的な場合

K 事 業 部

1957年に対する比率

1957 1957 1958 1959 1960 1961 

基準

公表総売上高 100 lCO 105 105 103 116 

直 t支 費 63 100 100 100 100 113 

間 接 資 19 100 108 108 108 117 

総資本利益率 26 26 27 26 30 

市場占有率 20 20 20 20 20 

L 事 業 部

1957年に対する比率

1957 1957 1958 1959 1960 1961 

基準

公表総売上高 100 100 98 113 111 115 

直 接 費 56 100 98 111 110 113 

出守 ？京一 費 56 100 90 107 107 100 

総資本利益率 11 12 15 14 14 

市場占有率 23 23 23 23 23 
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M 事業部

1957年に対する比率

1957 1957 1958 1959 1960 1961 

基準

公表総売上高

直接費

間接費

総資本利益率

市場占有率

100 100 

46 100 

89 

88 

89 95 

83 83 

89 

83 

14 

20 

11 

22 

12 

21 

14 

19 

4
E
4

一4
E
4
4
1

－

9

一1
2

30 100 91 91 100 

この三事業部のうち，二つはかなり（fair）な収益ぞ．一つは良い収益

を達成していた。しかし，安定した或いは上昇する売上にもかかわらず間

接費は上昇していなかった。その間事業部経営者は変らなかったから，多

分好みはずっと同じであったろう。このことは収益増大は必ずしもスタッ

フ拡大とはならないことの証拠なのである。

乙の GeneralManufacturing Companyの観察から次のことがわかる4)0 

①本社と事業部の関係は，株主と企業聞の関係に似ている。つまり．事業

部がある目標利潤を達成する限り．干渉されずに自由裁量行動をとること

ができる。しかし．大きな相違は次の点である。第ーに本社が株主より広

げ情報に接近し得るため，より厳しい評価をなすことができること。第二

に，事業部長を替えることは社長を替えることより容易であるととであ

る。故に．事業部は企業に比べてもっと圧力を受けやすい。

③ 目標達成を越える収益は政策（自由裁量）目的のために用いられること

である。

＠利潤が達成される限りスタップ活動は増し，不況に直面したら減らされ

ることの必要さの両方が確認された。これは経営者モデルと一致してい

る。

1 ) Williamson, op. cit., pp. 94～99. 

2〕ibid.,pp. 99～106. 
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3) ibid., pp.106～119. 

4) ibid., pp, 120～121. 

結

乙のようなウィリアムソン理論は．サイアート・マーチの企業行動理論とど

んな関係にあるのだろうか。この点についてはフ J リップスの「諸企業理論の

総合化の試み1)」という適切な論文があるので， それを見ることにしたい。彼

は企業理論を4種類に分け．それぞれの焦点とその環境が異なるとしている。

① 伝統的理論（conventional出eory)

焦点（focal）グループは所有者グループであり， 他のグループへの報酬

は利潤最大化の制約条件とされる。企業内コンフリクトは最大化仮定の普遍

性によって全体的に解決される。企業間コンフリクトは、競争。仮定では解

決されず，‘なれあい。（collusion）となる時に全体として解決される。行動

に関するかぎり．所有者が企業なのである。

② 経営者理論（managerial theory) 

焦点グループはトップマネジメントグループである。彼らは目標を最大化

しようとする（ウィリアムソンの場合多次元効用関数，ボーモルの場合売上

最大化，マリスの場合成長率最大化）が，それは他のグループが彼らの目標

を同時に最適化しないことに依存する。つまりは，乙の理論はトップマネジ

メγ トが最大化を志向して行動するが．他の全てのグループは（機会が限ら

れているとか．知識の不完全さのためとか，満足化的行動様式をとるとかの

いづれの場合においてい企業の指揮に干渉しない場合に限り適切である。

本質上、非コンフリクトクの環境が想定されている。これらの条件が与えら

れたならば， トップマネジャーが企業なのである。

③企業内行動理論（in廿afirmbehavioral theory) 

サイアート・マーチの理論に代表されるように，焦点グループとその環境

は余り限定されていない。しかし結局は企業それ自体と企業内の諸グループ
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と見られる。これらのサプグループの達成レベルはスラック（つまり非コン

フリクト）状況とスラックのない（つまりコンフリクト）状況で考えられて

いる。更には，あるグループは満足化追求者で他のグループは最大化追求者

であるとは見ないで，全てのグループが満足化追求者であると見る。満足的

達成が得られなかったり，ク。ループ間コンフリクトから生じる問題は，不確

実性回避，問題探索，学習により解決されるとする。つまり，乙の理論は企

業を対立的諸目標と内的コンフリクトを持つサプグループの連合体として見

るが，しかしそれを一般に他の諸企業との関係ではコ γフリクトはないもの

として見るのである。

④ 企業問組織理論 (interfirmorganizational theory) 

これはサイアート・マーチのやり方と同じようにして企業の諸グループを

扱う。つまり．企業内行動理論が殆ど注意、を払わなかった企業間関係を扱う

のであるが， ここでは個々の企業とそのサプグループには注意は払われな

い。要するにこの理論は変化する市場環境と組織構造との関係で諸企業を扱

うのである。

このようにそれぞれの理論は焦点となるグループと環境において異なるので

ある。そこで唯一つの理論で企業行動の全てを説明するのは不可能といえる。

「以上のことは，全ての状況においてただ一つの組織体のみが焦点となること

は決してないという結論に導く。特に，「環境」が考察されるグループに密接

な関係をもっo環境作用の分析の際に非常に重要なことは，業績を圧迫してい

る原因の性質と所在をっきとめ，そして第一次的責任行動をとる組織体レベル

に理論を適用する乙とである。従ってたとえば，ある特定クラスの問題につい

ては企業レベルの分析が最もふさわしいだろう。しかし，他のクラスの問題の

場合．企業内サプグループのレベルか，諸企業のグループレベノレか．いくつか

の企業から成るサプグループレベルの分析がなされるべきであろう。企業，企

業内及び企業間組織理論は，それぞれ市場行動への組織体作用の全容の部分的

説明にすぎない。そこで重要な問題は，業績問題の色々なクラスにいくつかの
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作用（influences）を体系的方法で関連させることである2)J。つまり，フィリ

ップスの主張は次の如くである。先ず環境変化の生み出す問題を明らかにす

る，するとその解決のために行動する組織体（焦点グループ）が定まり．かく

して適用すべき理論が決まってくることになる。ではそれぞれの理論はいかな

る場合に適用されるのであろうか。 フィリップスは次のように言う。 「伝統

的，経営者的，行動的，企業間諸理論の補完性の静的面は今や全く明確になっ

たので，要約してみよう。企業行動の伝統的，利潤最大化分析は次の場合に全

く適切である。つまり．諸企業のグループが満足利潤を下まわる利潤しか得ら

れないことから存続に対する比較的継続的な脅威に直面している場合，経営

者と労働者グループが明らかでより良い代替的雇用機会を持たない場合，そ

して．有効的な企業間組織が存在しない場合である。このような状況のとき

には，団結（coalesce）の傾向が企業レベルで、生ずる。なぜなら，上記の仮定

の故に，色々な個人やグループの要求水準を満たすより高い業績を達成する代

替的機会はないからである。同様に．経営者自由裁量の諸理論は次の場合に適

切である。つまり，企業の存続に脅威を与えるような外的要因がない時，所有

者からの干渉を防ぐほど十分な利潤が得られる時，そして企業内の全ての他の

サプグループの満足が，企業行動に影響を与えないで継続的に参加を続けるほ

ど十分である時である。企業内行動理論は次の場合に適用される。つまり．企

業内の少なくとも一つのサプク事ループ或いは企業そのものが満足的業績をあげ

得ないが，市場構造叉は市場組織の故に，有効的な業績の改善策を企業レベノレ

を越えて求められない時である。最後に，企業間理論は業績達成上の困難の原

因が企業のグループに共通であり，単一企業の一方的活動では効果がない時に

用いられる 3）」。

フィリップスの分類は余り明確で、はないように思われる。先ず企業内理論と

企業間理論に分け，ここでは主に企業内のみに限るとすると，この理論に三種

類あることになる。伝統的理論と行動理論と経営者理論であるへ これらのう

ちウィリアムソンは伝統的理論と経営者理論を扱い5）’ サイアート・マーチで
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は企業内行動理論が扱われていた。これらをお互い排斥レあう関係にあるもの

と見るよりも，フイリップスの如く補完関係にあるものと見るべきであるよう

に思われる。ウィリアムソンも企業内行動理論がどんな場合にも適用されるこ

とを戒めて次のように言う。「その連合体のそれぞれの集団は企業の継続的存

在にとって欠くべからざるものであるという意味では， 連合体のメンバーは

、平等。（equals）と見なすことができる。しかしながら．この考えは生存が緊

急的問題ではないときよりも．危機に遭遇している企業を観察する場合に，い

っそう効果的である。生存が現在の関心事でない場合には，メ γパーが企業活動

に対して与える注目に基いてメンバー聞のヒエラルヒーを回復する乙とが．よ

り生産的洞察に導くかもしれない。乙の見地からすれば，経営者（management)

は連合体の主要メ γパーとしτ浮かび上がる ζとになる。即ち，情報に対する

優先的接近ばかりでなく，調整と率先の行為者（initiatingagent）としての役

割によって，この首位的（primacy）地位につくことがきわめて自然、にできる

のである。それ故に，ある事情の下では，経営者以外の連合体のメンバーによ

ってなされる要求の移り変わりに対して特別の注意を払う必要があるかもしれ

ないが， ‘通常の。条件下では t 他のメンバーの要求（賃金，利潤，製品．等

々に対しての）を所与のものと考え，企業活動を善意、的意味で (insome best 

sense〕経営者の自由裁量に委ねることが全く妥当かもしれないω」と。

そこで，との関係を極大化基準ど満足化基準とからませて考えてみる。極大

化基準と満足化基準の関係については種々の議論がある乙とは周知の通りであ

る。満足化基準に独自の主張を認めるもの．極大化基準との併用で認めるも

の，それの独自性を認めないもの等であるわ。 ここでは次のように理解する。

極大化基準は行為の結果に重点を置き．その過程には余り関心を置かなかった

のに対して，満足化基準はその過程を明らかにすることに重点を置いたもので

あると。つまりは満足化基準は最大化に至るその過程を扱うという意味で，

極大化基準に包含されうるものである。

乙の関係は次のようになる。先ず満足ゼロ点を基準にして考える。この点は
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「人が、満足。の程度よりも‘不満足。の程度について語りはじめる点8）」で

ある。と乙ろが環境状態が良好となりスラックが蓄積されるにつれて，メ γパ

ー聞のコンフリクトは減少するであろうヘサイアート・マーチは目的形成の

論述においてパーゲニングの役割を強調する 10）が，そのパーゲニ γク＇＇iJ）マイル

ドなものとなるであろう。更にスラックが増加すると，やがてパーゲニングが

止む点に到達するであろう。これをパーゲン休止点とよぷ。それ以上はスラッ

クが余りにも過剰に存在する場合であり，つまりマーチ，サイモγの言う無感

覚状態である。乙のような状態では確かに探求11)は減少するであろうが，しか

し完全に止むという乙とはない。ウィリアムソンの経営者効用関数極大化理論

はこの点を把えたものとして評価される。他のメンパーの探求速度は急激に低

下するとしても，経営者はその探求を止めることはないのである。つまり経営

者に代表される企業は惰性的に探求を続け，やがて最大化点に到達するであろ

う。 ところで満足ゼロ点以下の場合はどうか。スラックが減少するにつれ，

メンバー聞のパーゲニングは増し負よりハードなものとなっていく。やがて，

余りの不満にメンバーの中にはその企業を離脱する者も出てくることになり，

パーゲニングも下火になるであろう。しかし，企業自体としては，そのような異

常事態にあっても存続を続けるであろう。ここではむしろ協調傾向も見られる

ことになる。ウィリアムソンのいう利潤極大化理論はこのような状態での理論

であるといえよう。それはマーチ・サイモンが神経症状態とよぷ状態である。

更にそれが厳しくなれば，企業は存続不可能となり解体することになる。スラ

ックとの係わりでは，企業はたとえ厳しいハード・パーゲニング状態であって

も．スラックは存在するといえる。というのは，スラックを「最低限以上の要

求Jと見たからである 12）。

これを図示すると次のようになる13）。
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1.ウィリアムソン
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効
用
極
大
化
点

官パl
ゲ
ン
休
止
点

ハード・パーゲニング 満
足
ぞ
ロ
点

サイアート・マーチ企業行動理論の中心領域は満足ゼP点とバーゲン休止点、

聞のマイルド・パーゲニングの領域であり，ウィリアムソン経営者効用関数極

大化理論の中心領域はスラックがかなり豊富な場合，つまり満足ゼロ点より右

側のパーゲン休止点及び無感覚状態の領域である。マイルド・パーゲニングの

領域ではこの二理論が混在しているのである 14）。

ところで，ウィリアムソンはスラックの存在を前提にして経営者に極大化基

準を適用するのであるが，これについては次のような提問が生じる。ブィリッ

プスも指摘するように経営者理論においては企業ロ経営者なのである。とすれ

ば経営者が極大化基準奇とるということは企業が極大化基準をとるということ

である。しかし．サイアート・マーチも言うようにスラックは企業が満足化基

準をとるからこそ発生してくるものであった。スラックを言う場合，企業が満

足化基準をとるととは前提となっているといえよう。それなのにウィリアムソ

ンでは経営者に極大化基準が適用されている。乙のζ とは満足化基準と極大化

基準との関係に光を与えるものである。つまり．次のように理解されよう。こ

の場合の経営者効用関数極大化は結果としての極大化ではなく．意図的には極

大化であるが，実際には極大化点に近い所での満足化行動であると。このこと

はウィリアムソンのあげる利潤極大化理論にもあてはまる。それは意図的には

利潤極大化行動であるが．現実には必要最小利潤を目ざす行動である。それが
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達成されると，今度は極大化点を目ぎしての行動がはじまる 15）。その過程がサ

イアート・マーチの言う満足化基準による行動である。従って企業行動を短期

的に見た場合，そこにあるのは満足化基準による行動であるが，長期的には極大

化基準による行動と言える。サイアート・マーチのように消防署的組織観の立

場に立つ16）ならば，行動は全て満足化基準行動として現われる乙とになる。つ

まり満足化基準による行動とは現実にはあると乙ろで満足するのであるが，探

求はそれで止む乙となく 17）意図的には極大化を目ぎす行動であるといえよう

（傍点平池）。 このように考えると満足化基準は極大化基準の過程を明かにし

た乙とに意義はあるが．極大化基準と対立するものとしての独自性は認められ

芯いのである。これまでサイアート・マーチにおいてはスラック理論は満足化

基準のそのような独自性の上に立ってその重要性が論じられてきたのである

カ；， しかし，満足化基準の意義の低下とともにスラック理論の意義の低下もさ

けられないと言える。

と乙ろで， 前述の図においてはスラックの下限を離脱点にとったのである

カ）， それをどの点で把えるかはそれ自体大きな問題であるように思われる。そ

れは要求水準自体のあいまいきに帰因する。 マーチ・サイモンも認めるとと

く， その要求は一点としてではなく，幅を持つものである 18）。とすればその範

囲のどの点をスラックの下限とするかが問題である。それによって組織均衡理

論も様々な解釈の余地のあるものといえる。 たとえばスラックの下限を満足

（尺度）ゼロ点にとることもできる。またそれを満足ゼロ点と離脱点の中聞に

とるとともできる。 しかし， こ乙でスラックの下限を離脱点にとったのは．主

としてサイモ Yの均衡理論の定義による。それは，「各参加者は，彼に提供され

る誘因が（それは彼の価値および彼に可能とされる代替案によって測定される

のであるが）． 彼がなすことを求めちれる貢献に等しいかそれより大である限

りでのみ組織への参加を続けるであろう 19）」であった。つまり参加している者

の誘因・貢献バランスは常に誘因孟貢献と言うのである。もし誘因く貢献とな

るならば，組織を離脱する乙とになる。乙のことは スラックの下限を離脱点
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にとることを要求するのである。そして，これは少くともサイモンの均衡理論

においては不満足でありながら，組織に参加する場合も含まれることを意味す

る。マーチ・サイモンは次のように言う。「しかしながら， 我々は要求水準の

変化はゆっくりと生ずるということを仮定する．それ故不満足は短期間におい

ては十分ありうるのである20）」と。彼らは短期間に限ってであるがそれを認め

るのである。（乙の場合の短期間がどの位の期間かはわからないが）。不満足で

参加するととを認めるとすれば，組織の存続は必ずしも動機の満足には依存し

ないことになる。存続している組織のメンパーの全てが必ずしも満足している

とは限らないのである。このかぎりでは，パーナードとはある程度対立するよ

うに思われる。周知のように彼においては，組織の基本要素として協働意欲

(willingness to cooperate), 共通目的，伝達の三つがあげられ，存続条件と

して，有効性と能率があげられていた。有効性とは目的の達成であり，能率と

は，「個人の活動を引き出すのに十分な個人の動機の満足によって，組織活動

の均衡を維持すること21)」である。「意欲の継続性はまた目的を遂行する過程に

おいて各貢献者が得る満足に依存する。もし満足が犠牲より大きくなければ意

欲は消滅し．非能率的な組織の状態となる。逆に満足が犠牲を超える場合に

は．意欲は持続し，能率的な組織の状態となる22）」。「個人は自分の行為によっ

てその動機が満たされていることがわかると．協働的努力を続けるし，然らぎ

る場合には続けない。彼が協働しない場合．協働体系からのこの脱落が協働体

系にとって致命的となる場合があるかもしれない口五人の人が必要であり．しか

も五番目の人が協働することに満足を見出さない場合には，彼の貢献は非能率

となるであろう。彼は自分の貢献を控える（withhold）か，やめる（withdraw)

であろうし， その結果協働は破壊される。彼が自分の貢献を能率的と考えれ

ば，貢献は継続される。かくして協働体系の能率とは，それが提供する個人的

満足によって自己を維持する能力である。これは協働体系を存続させる均衡の

能力即ち負担を満足と釣り合わせることといえよう 23）」。余り明確な定義とは言

えないが．パーナードにおいては動機の満足乙そ組織存続の必須条件であり，
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誘因ミ貢献ご満足ご組織参加ご組織存続と考えられていたように思われる。つ

まり誘因・貢献パランスのゼロ点をマーチ・サイモンの言う満足ゼロ点にとっ

ているのである。そしてこの点を離脱点ともするのである。つまり満足ゼロ点

＝誘因・貢献パランスのゼ、ロ点＝離脱点である。ところがマーチ・サイモン

はこの場合を含めながらも，満足ゼロ点と離脱点を区別し，誘因・貢献バラン

スのゼロ点を離脱点にとるのである。つまり満足ゼロ点ミ誘因・貢献パランス

のゼロ点＝離脱点となる。マーチ・サイモン独自の領域は満足ゼロ点＞誘因・

貢献バランスのゼロ点＝離脱点の部分．即ち不満足で、組織に参加する場合であ

る。それが既述の図の満足ゼロ点から左側の部分である。右側の部分はバーナ

ード・サイモンともに共通な部分である。このようなマーチ・サイモンの立場

に立つ限り，動機の満足は バーナードほど強い組織存続条件ではないのであ

る。従って，パーナードは組織の基本要素の一つに貢献意欲をあげるが，必ず

しもそれは不可欠のものではないと言えるω。乙の意味で．パーナードの「均

衡」概念はサイモンにあってはかなり弱体化していると言える。このように均

衡理論の意義が薄れるにつれ．当然、その土台の上に立つスラック理論もかなり

な弱体化をまぬがれないのである。

それはさておきスラックを言う場合，その主体を明らかにする必要があるよ

うに思われる。経営者，顧客，株主，従業員，更にはこれらを含めた企業等様

々の主体が考えられる。そして，主体毎のスラックは必要最小限以上に主体が

入手しているスラックとまだ入手していないがその可能性のある主体外のスラ

ックに分類されるであろう。このように考えた場合，サイアート・マーチ理論

の主体は企業であり．ウィリアムソン理論の主体は経営者であると言える。と

ころで企業を主体に考えた場合，最大の問題はその境界設定である。顧客は企

業メ γパーに含まれるのか否かという問題である。これをサイアート・マーチ

理論についてみた場合．彼らにおいては企業の境界は余り明白なものではな

い。少くとも企業を広く把える場合と狭く把える場合の二つの立場が見い出さ

れるのである。広く把える場合には， そのメンパーには経営者， 従業員， 株
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主，供給業者，顧客，弁護士．収税吏，監督機関等々が含まれる25）。とのよう

に広く把えた場合には，企業外スラックは問題にならなくなり，殆ど企業内ス

ラックのみとなる。サイアート・マーチの超過資源としてのスラックと見逃が

された機会としてのスラックの区別はこの企業内スラックの枠内での区別であ

るように思われる26）。他方狭く把えた場合にはどうか。サイアート・マーチは

メγパーを能動的メンバーと受動的メ γパーに分ける。前者には経営者，従業

員がおり内部メンパーと呼ばれ， 後者は外部メ γパーと呼ばれる 27)。乙の場

合．顧客は企業の意思決定，組織目的形成には直接には影響しないので，外部

メンバーに含まれる。このように把えると，企業外スラックが意味を持つこと

になる。サイアート・マーチの実質上の議論は企業を狭く把えて展開されてい

るのである。彼らのスラック概念の混乱はこのような企業観の混乱，企業の境

界のあいまいきに帰因すると言える。

ひるがえってウィリアムソンの場合，主体は経営者である。他のメンパーの

要求を制約条件として， ウィリアムソンは経営者の動機のみに限って考察す

る。フ J リップスの指摘の如く企業＝経営者である。サイアート・マーチに比

してより狭くウィリアムソンにおいては企業が把えられている。この場合．経

営者が既に必要以上に入手しているスラックと経営者の外にある未入手のスラ

ックに区別されるであろう。後者の例として例えば従業員へのスラック支払い

がある。これは企業を主体にとり狭く考えた場合．企業内スラックである。経

営者はその未入手のスラックを得る努力をするであろう。実はこれがウィリア

ムソンの経営者効用関数極大化理論であると言える。

このようにウィリアムソンをサイアート・マーチと比較した場合，ウィリア

ムソンにおいては主体がはっきりしているだけ，スラック概念のあいまいさは

少ないと言える。ただウィリアムソン理論だけでいかなる状態のスラックをも

理解するのは困難である。というのは，前に見たようにその適用には制限があ

るからである。スラックを先ず明確に定義し，両者の統一的理解をはからねば

ならないが，その試みの一応の端初はこの論文でなされたとはいえ，更に立ち
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入った検討は次稿の課題とされる。

結論を一言に要約すると，均衡理論と満足化基準の意義の低下はスラック理

論の意義をかなり低下させるものであるということ。またウィリアムソンはサ

イアート・マーチに比して主体がはっきりしているだけスラック概念のあいま

いきが除かれるが，なおより詳細な両者の統一的理解の必要があるということ

である。
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